
 

六 ヶ 所 再 処 理 施 設 に お け る 

新 規 制 基 準 に 対 す る 適 合 性 

安全審査 整理資料 

第３１条：地震による損傷の防止 

提出年月日 令和 2 年 4 月  1 日 R14 

日本原燃株式会社 

精査中 

・第 1.6－4 表 重大事故等対処設備（主要設

備）の設備分類

【公開版】





ロ．再処理施設の一般構造

(５) 耐震構造

(ⅱ) 重大事故等対処施設の耐震設計 

重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計に

おける動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重大事

故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状態及び重

大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力

に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ

がないことを目的として，以下の項目に従って耐震設計を行う。 

(ａ) 重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等

に対処するために必要な機能および設置状態を踏まえて，以下の設

備分類に応じて設計する。 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備

常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基

準事故に対処するための設備が有する機能を代替するもの 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備

常設重大事故等対処設備であって，上記(イ)以外のもの 

(ｂ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設は，基準地震動による地震力に対して，重大事故等に対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。建物・

構築物については，構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変

形）について十分な余裕を有し，建物・構築物の終局耐力に対して

妥当な安全余裕を有するように設計する。機器・配管系については，

その施設に要求される機能を保持するように設計し，塑性ひずみが

生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性



 

限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼ

さないように設計する。 

   (ｃ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備

が設置される重大事故等対処施設は，代替する機能を有する安全機

能を有する施設が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震

力に十分に耐えることができるように設計する。なお，Ｂクラス施

設の機能を代替する常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重

大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設のうち，共振の

おそれのある施設については，弾性設計用地震動に2分の1を乗じた

地震動によりその影響についての検討を行う。建物・構築物及び機

器・配管系ともに，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

範囲で耐えられるように設計する。建物・構築物については，発生

する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及

び基準による許容応力度を許容限界とする。機器・配管系について

は，発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留

まるように設計する。 

     また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処

設備は，安全機能を有する施設の耐震設計における耐震重要度の分

類方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設

備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類

し，その地震力に対し十分に耐えることができるように設計する。 

   (ｄ) 重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平２方向及び鉛

直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

   (ｅ) 重大事故等対処施設の周辺斜面は，基準地震動による地震力に対

して，重大事故等の対処に必要な機能へ影響を及ぼすような崩壊を



 

起こすおそれがないものとする。 

   (ｆ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設は，Ｂクラス及びＣクラスの施設，常設耐震重要重大事故等対処

設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設，可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事

故等に対処するために必要な機能を損なわれるおそれがないように

設計する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

1.6.2 重大事故等対処施設の耐震設計 

1.6.2.1 重大事故等対処施設の耐震設計の基本方針 

  重大事故等対処施設については，安全機能を有する施設の耐震設計にお

ける動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対

処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状態及び重大事故等の

状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力に対して重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことを目的とし

て，以下のとおり耐震設計を行う。 

 (１) 重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に

対処するために必要な機能および設置状態を踏まえて，以下の設備分

類に応じて設計する。 

 ａ．常設耐震重要重大事故等対処設備 

   常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事

故に対処するための設備が有する機能を代替するもの 

 ｂ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 

   常設重大事故等対処設備であって，上記ａ．以外のもの 

 (２) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

は，基準地震動による地震力に対して重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。  

 (３) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が

設置される重大事故等対処施設は，代替する機能を有する安全機能を

有する施設が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震力に対

し十分に耐えることができるように設計する。 

   また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備

は，安全機能を有する施設の耐震設計における耐震重要度の分類方針



 

に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設備の機能

喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その地

震力に対し十分に耐えることができるように設計する。 

 (４) 重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

 (５) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に

ついては，基準地震動による地震力が作用した場合においても，接地圧

に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

   また，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設

備が設置される重大事故等対処施設については，代替する機能を有する

安全機能を有する施設が属する耐震重要度のクラスに適用される地震力

が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤

に設置する。 

 (６) 重大事故等対処施設の周辺斜面は，基準地震動による地震力に対して，

重大事故等の対処に必要な機能へ影響を及ぼすような崩壊を起こすおそ

れがないものとする。 

 (７) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

は，Ｂクラス及びＣクラスの施設，常設耐震重要重大事故等対処設備

以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設，可

搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，重大事故等に対処す

るために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。 



 

1.6.2.2 重大事故等対処施設の設備分類 

  重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処

するために必要な機能及び設置状態を踏まえて，以下の区分に分類する。 

(１) 常設重大事故等対処設備 

   重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故が発生した場合におい

て，対処するために必要な機能を有する設備であって常設のもの。 

 ａ．常設耐震重要重大事故等対処設備 

   常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設（Ｓクラスに属する

施設）に属する安全機能を有する施設が有する機能を代替するもの。 

 ｂ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 

   常設重大事故等対処設備であって，上記ａ．以外のもの。 

  上記に基づく重大事故等対処施設の設備分類について第 1.6－４表に示

す。 

なお，第 1.6－４表には，重大事故等対処設備を支持する建物・構築物

の支持機能が損なわれないことを確認する地震力についても併記する。 

 



1.6.2.3 地震力の算定方法 

  重大事故等対処施設の耐震設計に用いる地震力の算定方法は，以下のと

おり適用する。 

1.6.2.3.1 静的地震力 

  常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設について，「1.6.1.4 地震力の算定法」の

「1.6.1.4.1 静的地震力」に示すＢクラス又はＣクラスの施設に適用す

る地震力を適用する。 

1.6.2.3.2 動的地震力 

  常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設につ

いて，「1.6.1.4 地震力の算定法」の「1.6.1.4.2 動的地震力」に示す

基準地震動による地震力を適用する。 

  常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設のうち，Ｂクラス施設の機能を代替する施設で

あって共振のおそれのある施設については，「1.6.1.4 地震力の算定

法」の「1.6.1.4.2 動的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラス施

設に適用する地震力を適用する。 

  また，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設

備で，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備のう

ち，Ｓクラスの施設は常設耐震重要重大事故等対処設備に適用する地震力

を適用する。 

  なお，重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造と

異なる施設については，適用する地震力に対して，要求される機能及び構

造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の構造を適切にモデ

ル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。 



 

1.6.2.4 荷重の組合せと許容限界 

  重大事故等対処施設に適用する荷重の組合せと許容限界は，以下による

ものとする。 

1.6.2.4.1 耐震設計上考慮する状態 

  地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

 (１) 建物・構築物 

 ａ．運転時の状態 

   「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の「1.6.1.5.1 耐震設計上考

慮する状態」の「(１) 建物・構築物」に示す「ａ．運転時の状態」を適

用する。 

 ｂ．重大事故等時の状態 

   再処理施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状

態で，重大事故等対処施設の機能を必要とする状態。 

 ｃ．設計用自然条件 

   「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の「1.6.1.5.1 耐震設計上考

慮する状態」の「(１) 建物・構築物」に示す「ｂ．設計用自然条件」を

適用する。    

 (２) 機器・配管系 

 ａ．運転時の状態 

   「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の「1.6.1.5.1 耐震設計上考

慮する状態」の「(２) 機器・配管系」に示す「ａ．運転時の状態」を適

用する。 

 ｂ．運転時の異常な過渡変化時の状態 

   「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の「1.6.1.5.1 耐震設計上考

慮する状態」の「(２) 機器・配管系」に示す「ｂ．運転時の異常な過渡



 

変化時の状態」を適用する。 

 ｃ．設計基準事故時の状態 

   「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の「1.6.1.5.1 耐震設計上考

慮する状態」の「(２) 機器・配管系」に示す「ｃ．設計基準事故時の状

態」を適用する。 

ⅾ．重大事故等時の状態 

   再処理施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状

態で，重大事故等対処施設の機能を必要とする状態。 

1.6.2.4.2 荷重の種類 

 (１) 建物・構築物 

 ａ．再処理施設のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷重，

すなわち固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧 

 ｂ．運転時の状態で施設に作用する荷重 

 ｃ．重大事故等時の状態で施設に作用する荷重 

 ｄ．積雪荷重及び風荷重 

   ただし，運転時 及び重大事故等時の状態で施設に作用する 荷重には，

機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，地震力には，地震

時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれるものとする。 

 (２) 機器・配管系 

 ａ．運転時の状態で施設に作用する荷重 

 ｂ．運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重 

 ｃ．設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

 ⅾ．重大事故等時の状態で施設に作用する荷重 

   ただし，各状態において施設に作用する荷重には，常時作用している

荷重，すなわち自重 等の固定荷重 が含まれるものとする。また，屋外



 

に設置される施設については，建物・構築物と 同様に積雪荷重及び風

荷重を組み合わせる。 

1.6.2.4.3 荷重の組合せ 

  地震力と他の荷重との組合せは以下による。 

 (１) 建物・構築物 

 ａ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の

建物・構築物については，常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重，

土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び運転時の状態で施設に作用す

る荷重と基準地震動による地震力とを 組み合わせる。 

 ｂ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の

建物・構築物については，常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重，

土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重 大事故等時の状態で施設に

作用する荷重 のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象

によって作用する荷重と 地震力とを組み合わせる。重大事故等が地震

によって引き起こされるおそれがある事象であるかについては，安全機

能を有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。 

 ｃ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の

建物・構築物については，常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重，

土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重大事故等時の状態で施設に作

用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象によ

る荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率

の関係を踏まえ，適切な地震力（基準地震動又は弾性設計用地震動によ

る地震力）と組み合わせる。この組合せについては，事故事象の発生確

率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的

に勘案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮し



 

た上で設定する。 

 ⅾ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設

置される重大事故等対処施設の建物・構築物については，常時作用して

いる荷重 （固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），運転時の状態で施

設に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動 による

地震力 又は静的地震力とを組み合わせる。 

  なお，常時作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地

震動による地震力，弾性設計用地震動による地震力と組み合わせる場合

は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 (２) 機器・配管系 

 ａ．常設耐震重要重大事故等対処設備 が設置される重大事故等対処施設

の 機器・配管系については，常時作用している荷重及び 運転時の状態

で施設に作用する荷 重と基 準地震動による地震力とを組み合わせる。 

 ｂ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の

機器・配管系については，常時作用している荷重，運転時の異常な過渡

変化時の状態，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に

作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事象に

よって作用する荷重と地震力とを組み合わせる。重大事故等が地震によ

って引き起こされるおそれがある事象であるかについては，安全機能を

有する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。 

 ｃ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の

機器・配管系については，常時作用している荷重，運転時の異常な過渡

変化時の状態，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に

作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象に

よる荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確



 

率の関係を踏まえ，適切な地震力（基準地震動又は弾性設計用地震動に

よる地震力）と組み合わせる。この組合せについては，事故事象の発生

確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合

的に勘案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮

した上で設定する。 

 ⅾ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 が

設置される重大事故等対処施設の 機器・配管系については，常時作用

している荷重，運転時の状態で施設に作用する荷重 及び運転時の異常

な過渡変化時の状態 と弾性設計用地震動 による地震力 又は静的地震力

と地震力とを組み合わせる。 

  なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪

荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 (３) 荷重の組合せ上の留意事項 

 ａ．ある荷重の組合せ状態での評価が，その他の荷重の組合せ状態と比較

して明らかに厳しいことが判明している場合には，その他の荷重の組合

せ状態での評価は行わないことがある。 

 ｂ．設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該

部分の支持機能を確認する場合においては，支持される施設の設備分類

に応じた地震力と常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及

び水圧），運転時の状態で施設に作用する荷重及び重大事故等の状態で

施設に作用する荷重並びに積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 ｃ．積雪荷重については，屋外に設置されている施設のうち，積雪による

受圧面積が小さい施設や，常時作用している荷重に対して積雪荷重の割

合が無視できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。 

 ⅾ．風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている施設



 

のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような

構造，形状及び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。 

 ｅ．重大事故等の状態で施設に作用する荷重は，「添付書類六 再処理施

設の安全設計に関する説明書」の「１．安全設計」の「1.7 その他の

設計方針」の「1.7.18 重大事故等対処施設に関する設計」の「(３) 環

境条件等」の「ａ．環境条件」の「(ｃ) 重大事故等時における環境条

件」に示す条件を考慮する。 

 ｆ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備で，

代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備のうち，

Ｓクラスの施設は常設耐震重要重大事故等対処設備に係る機器・配管系

の荷重の組合せを適用する。 

1.6.2.4.4 許容限界 

  各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は次

のとおりとし，安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性

が確認されている許容応力を用いる。 

 (１) 建物・構築物 

 ａ．常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される 重大事故等対処施設

の 建物・構築物は，「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の

「1.6.1.5.4 許容限界」の「(１) 建物・構築物」の「ａ．Ｓクラスの

建物・構築物」に示す「(ａ) 基準地震動による地震力との組合せに対す

る許容限界」を適用する。 

 ｂ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設

置される重大事故等対処施設の建物・構築物は，「1.6.1.5 荷重の組

合せと許容限界」の「1.6.1.5.4 許容限界」の「(１) 建物・構築物」

に示す「ｂ．Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物」を適用する。 



 

ｃ．設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物は，設

備分類に応じた地震動による地震力に対し，建物・構造物全体としての

変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有し，建物・構築

物の終局耐力に対して妥当な安全余裕を持たせること。 

ｄ．建物・構築物（屋外重要土木構造物である洞道を除く）の保有水平耐

力は，「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の「1.6.1.5.4 許容限

界」の「(１) 建物・構築物」に示す「ｃ．建物・構築物の保有水平耐

力」を適用する。 

 (２) 機器・配管系 

 ａ．常設耐震重要重大事故等対処設備 が設置される重大事故等対処施設

の 機器・配管系は，「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の

「1.6.1.5.4 許容限界」の「(２) 機器・配管系」の「ａ．Ｓクラスの

機器・配管」に示す「(ａ) 基準地震動による地震力との組合せに対する

許容限界」を適用する。 

 ｂ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が

設置される重大事故等対処施設の 機器・配管系は，「1.6.1.5 荷重の

組合せと許容限界」の「1.6.1.5.4 許容限界」の 「(２) 機器・配管

系」に示す「ｂ．Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系」を適用する。 

   また，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設

備で，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備の

うち，Ｓクラスの施設は ａ．に示す 常設耐震重要重大事故等対処設備

に係る機器・配管系の許容限界を適用する。 

 ｃ．動的機器は，「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限界」の「1.6.1.5.4 

許容限界」の「(２) 機器・配管系」に示す「ｃ．動的機器」を適用する。 

 



 

 (３) 基礎地盤の支持性能 

   建物・構築物が設置する地盤の支持性能については，基準地震動又は

静的地震力により生じる施設の基礎地盤の接地圧が，安全上適切と認め

られる規格及び基準に基づく許容限界に対して，妥当な余裕を有するよ

う設計する。 

 



 

1.6.2.5 緊急時対策建屋の耐震設計 

  緊急時対策建屋については，基準地震動による地震力に対して，重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計す

る。 

  緊急時対策建屋については，耐震構造とし，基準地震動による地震力に

対して，遮蔽性能を確保する。 

  また，緊急時対策所の居住性を確保するため，鉄筋コンクリート構造と

し，基準地震動による地震力に対して，緊急時対策建屋の換気設備の性能

とあいまって緊急時対策所にとどまる非常時対策組織の要員の実効線量が

７日間で 100ｍＳｖを超えない設計とする。 

  なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，

「1.6.1.4 地震力の算定方法」及び「1.6.1.5 荷重の組合せと許容限

界」に示す建物・構築物及び機器・配管系を適用する。 




